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としたうえで（旧 1 条），触法少年1）と虞犯少年を管轄対象としていた（旧 4 条
1 項）。また，「犯罪少年」については，内乱罪等の特殊な犯罪類型を除外し
たうえで （旧 3条・26 条）， 16 歳未満の者が重罪 （死刑， 無期または短期 3年以上の







成立した現行少年法 （1948 年） によって， その理念・目的・構造が大きな転換














始決定によって離脱し （19 条 1 項）， 「保護処分に付する必要がない」 場合に不



















 1）　旧少年法は，現行法におけるような犯罪少年（3 条 1 項 1 号）と触法少年（同 2
号）とを概念的に区別することがなく， 両者を包括して 「刑罰法令ニ触ルル行為ヲ為














のである（昭 25 年 8 月 14 日家庭甲 235 家庭局長通達，昭 44 年 5 月 27 日最高裁家
三 103 家庭局長通達，平 17 年 7 月 13 日最高裁家二 730 家庭局長通達）。事案が軽微
で要保護性に問題がないと捜査機関が判断した少年について，非行事実と若干の情
状を記載した送致書（少年事件簡易送致書）が，毎月 1 回，一括して家庭裁判所に
送付される（犯捜規 214 条 1 項）。送付を受けた家裁は，原則として，書面審査に
よって事件を処理し（調査は行われない），特に問題がなければ審判不開始決定で事
件を終局させる（簡易処分）。これには，成人の微罪処分に関する処置が準用される





度は，一般事件の既済人員 41,497 人に対して 8,656 人（20.9%）である。最高裁家
庭局・前掲注 4）52 頁，79 頁第 19 表。
 7）　2017 年度の一般保護事件終局総人員に占める審判不開始決定と不処分決定の理由
のうち，保護的措置は，審判不開始 9,629 人中の 83.7% であり，不処分 5,227 人中
の 87.2% である。保護的措置に次ぐ別件保護中が，それぞれ 13.4% と 11.9% になっ
ており，それ以外の理由（事案軽微，非行なし，所在不明，その他）の割合はきわ
めて低い。最高裁家庭局・前掲注 4）57 頁，98 頁第 13 図。
 8）　守屋克彦「保護主義の再生」同『少年の非行と教育』 （勁草書房， 1977 年） 171 頁。
 9）　たとえば，前野育三「少年法と少年福祉」澤登俊雄/高内寿夫編著『少年法の理
念』 （現代人文社， 2010 年） 146 頁。また， 所一彦 「家庭裁判所調査官」 松尾浩也ほか






なった犯罪少年） の処遇について，① 訓誡，② 学校長訓誡への委託，③ 書
面誓約，④ 条件附保護者引渡，⑤ 適当な施設 （寺院，協会，保護団体） や人物
への委託，⑥ 少年保護司の観察，⑦ 感化院送致，⑧ 矯正院送致，⑨ 病院











圧倒的に多く，1941 年度までは全体の 80% を超え，現行法施行直前の 3 年
間でも 65% 程度になっていた。他方，保護処分を課される場合（年度によっ

































10）　森田明編著『日本立法資料全集 19  大正少年法（下）』（信山社，1994 年）925 頁
参照。
11）　詳細については，法務省法務総合研究所『平成元年版犯罪白書―昭和の刑事政
策』（大蔵省印刷局，1988 年）640 頁（付表 24 表）参照。
12）　平場安治『少年法』（有斐閣，1963 年）155 頁，林祥三「保護的措置の実態」平野
龍一編集代表『講座「少年保護」 2  少年法と少年審判』（大成出版社，1982 年）367
頁。
13）　川添幸雄「保護的措置について」調研紀要 32 号（1977 年）106 頁，柳沢恒夫「家
庭裁判所における保護的措置の歩みと新しい試み」判例タイムズ 996 号（1999 年）
289 頁。なお，廣瀬健二「我が国少年法制における非刑罰的措置について」立教法
学 79 号（2010 年）40 頁。
14）　昭和 34 年 12 月 10 日最高裁家三第 216 号家庭局長通達「不開始，不処分事件の取




















書を徴して審判不開始とした事案（大阪家決昭和 45 年 5 月 12 日家裁月報 23 巻 2
号 130 頁）や， 要保護性がそれほど高くない少年に対して，非行事実確定の
ために広範で困難な証拠調べ等を実施しなければならないこと（少年の負担の
大きさ） を理由に審判不開始とした事案 （仙台家決昭和 60 年 10 月 22 日家裁月報 38
巻 9 号 117 頁 〔保護的措置の内容は不明〕）18），成人については大赦の対象となった
軽犯罪法に違反した少年について，大赦の趣旨や成人との均衡，一般の社会
感情等を総合的に考慮したうえで不処分とした事案（和歌山家決平成元年 4月 19
日家裁月報 41 巻 8 号 198 頁〔保護的措置の内容は不明〕）19）が特徴的なものである。
また，審判不開始・不処分決定以外にも，保護処分の内容を軽くする方向で
の機能を認める裁判例も見られる （長野家決平成 6 年 5 月 20 日家裁月報 47 巻 11 号
105 頁）。
3　さらに，55 条移送を認めた事案との関係で，保護的措置だけで足りる
ことを理由とするもの（山口地決昭和 47 年 6 月 20 日家裁月報 25 巻 4 号 108 頁，広
島地裁尾道支決昭和 61 年 3 月 22 日家裁月報 38 巻 11 号 148 頁）や，「保護処分ない
し保護的措置」で足りることを理由とするもの（大阪地決昭和 52 年 7 月 8 日家




られる（東京高決昭和 58 年 4 月 5 日家裁月報 35 巻 10 号 117 頁，東京高決平成 21 年 4
月 2 日家裁月報 61 巻 9 号 179 頁， 東京高決平成 29 年 2 月 9 日判例時報 2362 号 128 頁）。
これら以外にも， 裁判例においては， 「保護処分を含む保護的措置」 とされ
たり（仙台家決昭和 60 年 9 月 20 日家裁月報 38 巻 4 号 133 頁），「保護処分等の保護
的措置」という表現（東京地決昭和 50 年 11 月 19 日家裁月報 28 巻 8 号 129 頁）や「保
護処分その他の保護的措置」という表現（大阪家決昭和 60 年 3 月 1 日家裁月報 37
巻 10 号 122 頁）に見られるように，少年保護事件手続における「保護的対応」 
一般を示すものとして「保護的措置」が用いられる傾向が見られる（大阪地決
平成 10 年 9 月 30 日家裁月報 51 巻 3 号 208 頁， 那覇家決平成 11 年 3 月 19 日家裁月報 51
巻 8 号 75 頁）。さらには，「家庭における少年の保護的措置」 という表現（福岡
家裁小倉支決昭和 36 年 3 月 10 日家裁月報 13 巻 6 号 188 頁， 横浜家決昭和 47 年 10 月 9
日家裁月報 25 巻 5 号 100 頁）や，「警察の補導や児童相談所の保護的措置」とい
う表現（大阪高決昭和 50 年 10 月 7 日家裁月報 28 巻 6 号 133 頁）20），「保護観察所等
の機関による特段の保護的措置」（東京高決昭和 56 年 11 月 10 日家裁月報 34 巻 4 号
101 頁），「〔少年院〕出院後の保護的措置」という表現（大阪家決昭和 60 年 6 月 18
日家裁月報 37 巻 12 号 82 頁）からは，「家庭裁判所に限らない少年事件手続全体
を通じての働きかけ」としてのニュアンスがうかがわれるところである21）。
4　こうした実務を支えてきたものは，「調査および審判の過程において実


















なお，2000 年の少年法改正によって，22 条 1 項後段に「審判は，……非
行のある少年に対し自己の非行について内省を促すものとしなければならな
い」との文言が挿入されるとともに，調査段階・審判段階における保護者の
措置を明示する 25 条の 2 が新設された。これにより，保護的措置に一定の
条文上の根拠が与えられたとする見方が一般的になっている27）。たしかに，
25 条の 2 によって，保護的措置の内実を持つものを含めて，保護者に対す
る働きかけ28）は，より実効的なものになるであろうことは容易に予測され
る。しかし，22 条 1 項後段や 25 条の 2 は，特に保護的措置を正当化するた
めのものとして新設されたわけではない29）。
　 注











て，新潟家決平成 5年 11 月 16 日家裁月報 46 巻 3 号 78 頁，東京家決平成 13 年 5 月





年事件」家裁月報 42 巻 3 号（1990 年）137 頁以下。
20）　さらに，福島家決昭和 36 年 6 月 5 日家裁月報 13 巻 8 号 132 頁，大阪高決昭和 48
年 7 月 26 日家裁月報 26 巻 7 号 101 頁，京都家決昭和 50 年 6 月 5 日家裁月報 28 巻
6 号 118 頁，大阪高決昭和 50 年 8 月 7 日家裁月報 28 巻 6 号 111 頁，千葉家決昭和
56 年 10 月 2 日家裁月報 34 巻 3 号 80 頁。
21）　こうした方向を徹底すれば，刑罰に代わる少年法上の対応のすべてを「保護的措
置」と称することになる。正田満三郎「少年事件に関する家庭裁判所の先議権と保
護的措置の効力 （1）（2）」警察研究 37 巻 6 号（1966 年）21 頁以下，同 8 号 63 頁以
下は，まさにそのような前提にもとづいている。さらに，団藤重光/森田宗一『新
版  少年法〔第 2版〕』（有斐閣，1984 年）69 頁。
22）　昭和 34 年最高裁通達・前掲注 14）172 頁。
23）　たとえば，最高裁判所事務総局家庭局「家庭裁判所事件の概況―少年事件」家裁
月報 28 巻 2 号 （1976 年） 35 頁以下，裁判所職員総合研修所『少年法実務講義案 〔三
訂補訂版〕』（司法協会，2018 年）216 頁。
24）　たとえば，東京家決平成 5年 9月 14 日家裁月報 46 巻 9 号 86 頁は，試験観察をも
含む運用であることを明らかにしている。なお，杉山英巳「少年審判における保護
的措置について」ケース研究 221 号（1989 年）97 頁，廣瀬健二編『裁判例コンメン
タール  少年法』（立花書房，2011 年）174 頁〔金子武志〕。
25）　たとえば，川出・前掲注 3）74 頁，田宮裕/廣瀬健二編『注釈少年法〔第 4 版〕』
（有斐閣，2017 年）221 頁以下。なお，柳瀬隆次『少年保護事件における不開始・不





山雅夫『少年法講義〔第 3版〕』（成文堂，2016 年）185 頁以下も，特に 25 条の 2に
ついて，一般的な見方と同様の説明をしていた。
28）　少年保護事件手続における親・保護者への処遇的関わりについては，丸山雅夫






















































30）　たとえば，不処分決定事案との関係で，大阪家決昭和 44 年 7 月 31 日家裁月報 22
巻 4 号 98 頁（訓戒），京都家決昭和 50 年 6 月 5 日家裁月報 28 巻 6 号 118 頁（調査
段階での集団講習），東京家決昭和 55 年 7 月 4 日家裁月報 33 巻 6 号 66 頁（訓戒），
京都家決昭和 56 年 10 月 21 日家裁月報 34 巻 3 号 90 頁（厳重訓戒），神戸家決昭和
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61 年 7 月 25 日家裁月報 39 巻 6 号 100 頁（訓戒等）。
31）　審判不開始決定には，主文ならびに少年の氏名および年齢を記載して，署名押印




的措置についての研究」家裁調査官研究展望 35 号（2007 年）54 頁以下参照。




果の概要」家裁月報 36 巻 9 号（1984 年）195 頁以下。
















帰性 〔調査の一環としての実施〕） を指摘したうえで， その基本的性格 （認知の転換， 














































































39）　佐々木譲ほか「少年事件における保護的措置について（1）」家裁月報 44 巻 4 号
（1992 年）143 頁以下。
40）　武政司郎ほか「少年事件における保護的措置について（2）」家裁月報 44 巻 5 号
（1992 年）95 頁以下。
41）　相澤重明ほか「少年事件における保護的措置について （3）・完」家裁月報 44 巻 6
号（1992 年）95 頁以下。さらに，相澤重明「家庭裁判所調査官と少年保護」ジュリ
スト 1087 号（1996 年）68 頁以下。
42）　これら 3 つの研究報告の詳細な分析を中心に保護的措置について論じたものとし
て，前野育三「保護処分と保護的措置」吉川経夫先生古稀祝賀論文集『刑事法学の
歴史と課題』（法律文化社，1994 年）553 頁以下，服部・前掲注 26）92 頁以下。



























への報告と了解 （連携）， 少年調査票の記載の工夫， 非行類型 （財産犯， 粗暴犯・
凶悪犯， 性非行， 集団非行， 生命犯） に応じた対応，調整的役割を担う機関の必要
性が指摘されている。
同様に， Victim Impact Panel として 「被害を考える会」 の試行を報告する， 
東京家庭裁判所調査官チームの研究46）においても， 財産犯 （万引き， バイク盗， 
18
在宅でのひったくり，在宅での恐喝）少年を対象として，いずれも保護者を参加
















































































45）　鶴岡健一ほか「被害に関する調査と保護的措置」調研紀要 70 号（2000 年）1頁以
下。
46）　下坂節男ほか「『被害を考える教室』の実践と留意点」調研紀要 76 号（2003 年）
44 頁以下。さらに，交通事犯における被害者の視点を取り入れた保護的措置につい
て，東京家庭裁判所調査官チームの研究報告として，加藤仁ほか「被害者の視点を




月報 57 巻 11 号（2005 年）147 頁以下。
48）　小林悟ほか「保護的措置としての社会参加型社会奉仕活動について」家裁月報 58
巻 3 号（2006 年）165 頁以下。
49）　星野雅紀/山田稔「千葉家庭裁判所における保護的措置」ケース研究 297 号（2008
年）3頁以下。
50）　座談会「保護的措置の実際について」ケース研究 293 号（2007 年）61 頁以下，丹
治純子/柳下哲矢「少年審判における家庭裁判所調査官の社会調査の実情について」
家庭の法と裁判 7号（2016 年）23 頁以下。
51）　平塚恵ほか「少年事件における交友関係の調査と保護的措置」家裁調査官研究紀
要 2号（2005 年）93 頁以下。
52）　竹内友二ほか「グループワークを活用した保護者に対する措置について」調研紀




いて」家裁月報 58 巻 10 号（2006 年）115 頁以下。
54）　たとえば，佐藤祐一「少年保護事件における保護的措置について」家裁月報 56 巻
10 号（2004 年）91 頁以下。
55）　安藤成行ほか「家裁調査官の行う保護的措置の実証的研究」家裁調査官研究紀要
2 号 1 頁以下。さらに，桑原尚佐「家庭裁判所における体験学習や社会的資源を活
用した保護的措置について」犯罪と非行 163 号（2010 年）62 頁以下。
56）　増田幹生ほか「プロセスモデルによる保護的措置の体系化」家裁調査官研究紀要
4号（2006 年）15 頁以下。
57）　森田容子ほか「粗暴少年に対する保護的措置」家裁調査官研究紀要 7 号 40 頁以
下。
58）　一谷忠男ほか「心理学的尺度を用いた新たな保護的措置の研究」家裁調査官研究
紀要 7号 107 頁以下。
59）　松浦泰樹ほか「再非行防止のための調査及び保護的措置（教育的措置）について
の研究」家裁調査官研究紀要 21 号（2016 年）101 頁以下。
60）　遠藤雅夫ほか「集団型保護的措置におけるアクセプタンス＆コミットメント・セラ
ピー（ACT）の活用」家裁調査官研究紀要 23 号（2017 年）37 頁以下。
61）　吉田浩美ほか「生活習慣の改善を主眼とした保護的措置の在り方について」家裁
調査官研究紀要 12 号（2011 年）1頁。
62）　岩武洋史ほか「就労支援を目的とした保護的措置における新たな社会資源の活用」 






















活用は，試験観察（25 条）および環境調整命令（24 条 2 項）との異同と境界を
曖昧にする可能性が大きい。








































64）　平成 9 年 9 月 31 日最高裁家二第 99 号家庭局長通達「補導委託の運営について」





雄『少年法入門〔第 6版〕』（有斐閣，2015 年）131 頁。
66）　田宮ほか編・前掲注 25）333 頁以下。
































































28 条 2 項参照）， 調査官との事前打ち合わせやカンファレンス， 調査官による意
見具申 （少審規 13 条 3 項） の活用がより重要となろう76）。こうした連携との関
係では，調査段階における保護的措置の実証研究のほとんどが指摘していた
ように，少年調査票の充実と活用が当然の前提でなければならない。さらに




68）　森田宗一「少年保護事件手続」内藤文質ほか『児童・青少年法講座 V  少年保護』
（新評論社，1955 年）158 頁以下，沢登ほか・前掲注 63）246 頁。
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72）　林ほか・前掲注 33）29 頁以下。さらに，林・前掲注 12）380 頁以下。
73）　杉山・前掲注 24）94 頁。
74）　家令和典「少年審判運営における裁判官と調査官，書記官との連携の在り方につ
いて」家裁月報 49 巻 4 号（1997 年）4頁。
75）　佐々木譲「少年審判廷における家庭裁判所調査官の役割」家裁月報 44 巻 4 号
（1992 年）1頁以下参照。なお，廣瀬編・前掲注 24）174 頁。
76）　家令・前掲注 74）21 頁，安藤ほか・前掲注 55）21 頁，信田・前掲注 32）60 頁。
77）　杉山・前掲注 24）98 頁，植田智彦/黒田香「少年審判の運営の実情」家庭の法と
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